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Ⅰ　は じ め に

2017 年 12 月，第 4 次安倍内閣は「人づくり革
命」と「生産性革命」を柱とする新しい経済政策
パッケージを発表した。人材への投資として位置
づけられる「人づくり革命」の部分では，幼児教
育の無償化や待機児童の解消等と並んで，高等教
育の無償化が掲げられている。家庭環境にかかわ
らず，意欲ある若者が高等教育を受けられる社会

を実現することによって格差の固定化を解消する
ことが少子化対策となる，との観点が示されてい
るが，この直前に「最終学歴によって平均賃金に
差があることは厳然たる事実である」と指摘され
ている点は重要である。その脚注では，（独）労
働政策研究・研修機構調べ（2016）の数値として，
最終学歴が高校卒と大学・大学院卒の間に 7500
万円程度の生涯賃金差が存在していることが紹介
されている。この金額の解釈については後述する
が，この記述は，高等教育を受けることによって
将来にわたる収益が期待できることを前提とした
ものであるといえよう。

図 1 に示した通り，高等教育への進学率は，
1980 年代および 2000 年前後の停滞期を経験しつ
つも，長期的には上昇傾向で推移し，直近では専
修学校を含む高等教育への進学率は 8 割に達して
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本稿は，高等教育，とりわけ大卒学歴がもたらす金銭的な収益についての実証研究を概観
し，大卒学歴の収益率の現状を考察するものである。大学が多過ぎる，大学生が多過ぎる
ことを問題視する大学過剰論は根強いが，大卒学歴の収益率を時系列でみると，多少の変
動はあるものの概ね 6 ～ 7％程度で安定的に推移しており，平均的な大卒学歴収益率は低
下していないことが確認される。しかしながら，すべての大卒者が平均的な収益を享受し
ているわけではなく，同じ大学を卒業した人であっても，大学時代の学習経験に乏しい人
や，卒業後に大卒学歴に見合わない仕事についている人は収益率が低いことがいくつかの
研究によって示されており，大学過剰論はこれらの人々の存在を問題視したものと考える
こともできる。とはいえ，進学前の個人にとって卒業後の収益を正しく予想することは難
しく，低収益のリスクを過大評価すると大学進学需要が社会的に見て過少となる恐れがあ
る。現政権は学費減免措置の拡充や給付型奨学金の拡充などを政策目標として掲げてお
り，実現すれば今後は進学希望者の更なる増加が予想される。ある程度の進学ミスマッチ
の発生を許容しつつ，できる限りその発生を抑制する取り組みや，進学ミスマッチを早期
に解消するための仕組みの構築が必要である。
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いる。また，どの大学かを問わなければ，希望す
る人は誰でも大学に進学できる「大学全入時代」
はすでに到来している。こうした状況を反映して
か，「大学が多過ぎる」あるいは「大学生が多過
ぎる」といった，学歴の価値低下や大学・大学生
の質の低下を指摘する声も一方で高まっている

（岡部・戸瀬・西村編 1999，2000）。こうした指摘の
背景には，少子化が進展し若者の数が減少してい
るのに大学（大学生）の数が減らないのはおかし
い，といった素朴な認識があるものと推察され
る。これに関連して，就任間もない田中真紀子文
部科学大臣（当時）が 3 つの新設大学の設置認可
に待ったをかけた騒動も記憶に新しい。田中大臣
が記者会見で「大学の乱立に歯止めをかけて，そ
して教育の質を向上させたいと，これが私の真意
でございます」（田中眞紀子文部科学大臣記者会見
録（平成 24 年 11 月 6 日））と述べているように，
大学の過剰が大学教育の質の低下をもたらしてい
るのではないかという懸念は，一定程度の広がり
をもって共有されているものと考えられる。

大学が多すぎる，あるいは大卒者が労働市場に
多すぎることを主張する教育過剰説は，決して目
新しいものではない。1960 年代，米国では「大
卒者の生涯所得は高卒者より 10 万ドル多い」と
いう政府の宣伝に呼応して大学進学者が増大した

が，70 年代に入り，石油ショックを契機として
米国で大卒者の就職難が深刻化すると一転して教
育過剰が指摘されるようになった。フリーマンは
教育過剰社会について，「大学教育に対する経済
的見返りが従来に比べ著しく低下した社会，また
大学教育のために投資を追加することがその見返
りを引き下げるようになる社会」と定義し，「教
育は他の既に頂点に達した産業やその活動に対す
る投資と同じように，非常に有利な投資というよ
りはむしろ採算ぎりぎりの投資にすぎなくなって
しまった」と指摘している（フリーマン 1977：5）。
人的資本理論としばしば対置されるシグナリング
理論は，まさにこのような時代を背景として生ま
れたものであった。

本稿は，上述の経済政策パッケージでも言及さ
れている，高等教育，とりわけ大卒学歴がもたら
す金銭的な収益についての研究を概観し，大学進
学の収益率の現状を考察する。大学過剰とそれに
伴う大学教育の質の低下が深刻であれば，大卒学
歴の収益率にも何らかの影響をもたらしている可
能性があると考えられる。なお，紙幅の都合上，
関連する文献を網羅できない点はご容赦願いた
い。本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱは学歴
収益率の考え方と計測方法について述べる。Ⅲは
学歴収益率研究の現状を紹介する。Ⅳは学歴収益

図 1　進学率の推移
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出所：文部科学省『文部科学統計要覧（平成 29 年版）』より筆者作成。
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率のちらばり，分散に関するいくつかの国内研究
を紹介する。Ⅴはまとめである。

Ⅱ　学歴収益率の考え方

1　賃金カーブ

本節では学歴収益率の計測方法について簡単に
解説するが，その準備として，学歴別の賃金カー
ブを確認しておきたい。図 2 は，（厚生）労働省
が公表している『賃金構造基本統計調査』の集計
結果から，男子の賃金カーブ（企業規模計，所定

内給与額）を学歴別に描いたものである。1980 年
と直近 2016 年のいずれにおいても，年齢ととも
に賃金が上昇し，高学歴者ほどその勾配が大きく
なっていることが確認される。すなわち，学歴が
将来の高賃金の形で金銭的な収益を生むというこ
とであり，これが学歴収益率の考え方の基礎とな
る。

図 3 は，同じデータを用いて，各年齢階級の高
卒者の賃金を 100 とした場合の各学歴の賃金を示
したものである。1980 年のグラフを見ると，50
代前半における高専・短大卒の平均賃金は 135，
大卒の平均賃金は 160 となっており，大卒ほどで
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出所：（厚生）労働省『賃金構造基本統計調査』より筆者作成。

図２　賃金カーブ（男子，企業規模計，所定内給与額）
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はないものの，高専・短大卒にも一定の上乗せ賃
金が観察されている。しかしながら，2016 年の
グラフを見ると，同年齢階級における大学・大学
院卒の平均賃金が 154 と 80 年と比べて微減であ
るのに対し，高専・短大卒では 114 と大幅に低下
している。近年では大卒学歴がもたらす収益は，
他の学歴を差し置いて維持されており，いわば大
卒一人勝ちの様相を呈しているのである。また，
濱中（2013）が指摘するように，近年では若い年
齢から学歴間格差が発生していることも同図から
確認されよう。

2　収益率の計測①：内部収益率法

学歴収益率を計測する方法の 1 つとして内部収
益率法がある。内部収益率とは，教育投資期間中
に発生する教育費用の合計の現在価値と，卒業し
たのちの就業期間中に期待される収益の合計の現
在価値を等しくする割引率を指す。教育投資の運
用利率と言い換えることもできる。大学進学（19
歳で進学し 22 歳で卒業，23 歳から 60 歳まで就業）
を例にとると，内部収益率は次の式を満たす r の
値となる 1）。
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出所：（厚生）労働省『賃金構造基本統計調査』より筆者作成。

図３　相対賃金カーブ（男子，企業規模計，所定内給与額，高卒 =100）
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教育費用は，学費など進学にかかる直接費用に加
えて，在学中の 4 年間に就労機会を失うことに
よって発生する放棄所得を含むものである。期待
収益は，各年齢時の所得差額（大卒所得－高卒所
得）の総計である 2）。矢野（2015：第 8 章）は
2011 年のデータを用いた計算例を示している。
それによると，私立大学の場合，学生納付金など
大学進学の直接費用が約 480 万円，高卒者が 4 年
間に得る就労所得の総額が約 977 万円，23 歳か
ら 60 歳までの期待収益の総額が 7122 万円となっ
ており，上式を満たす内部収益率 r の値は 6.4 ％
と算出されている。

3　収益率の計測②：ミンサー型収益率法

Mincer （1974） は，人的資本に対する投資を労
働者の賃金水準の決定に結びつける枠組みを構築
し，労働者の時間当たり賃金率（W）の自然対数
値が，教育年数（S）および潜在経験年数（学卒
後経過年数，X）の 2 次式で近似されることを示
した。

      （1）

なお u は観察されない賃金決定要因である。上
式はミンサー型賃金関数と呼ばれ，国内外で膨大
な実証分析の蓄積がある。この賃金関数を最小二
乗法などの手法によって推定して得られる教育年
数 S の回帰係数 
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 は，各学校段階を通じた平均
収益率として解釈することが可能である。すなわ
ち，教育年数が追加的に1年長くなることにより，
賃金が
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％上昇することを意味してい
る。

しかしながら，上式の 
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 が示す収益率は，初
等教育から高等教育までの全教育年数から発生す
る収益を平均したものであるため，学校段階別の
収益率を示すものではない。学校段階別の収益率
を計測する方法としては，教育年数の代わりに，
学歴ダミー変数を説明変数とする方法が有力であ
る 3）。例えば，高卒学歴を基準カテゴリとして，

中卒，高専・短大卒，大卒，大学院卒のダミー変
数を説明変数とする方法が挙げられる。このモデ
ルを推定して得られる大卒ダミーの回帰係数は，
高卒者に対する大卒者の賃金の上乗せ分を示して
いるので，この回帰係数を大学卒業までに要する
年数（4 年）で割ることで，大学教育の収益率を
近 似 的 に 得 る こ と が で き る 4）。Kambayashi, 
Kawaguchi, and Yokoyama （2008：Table 2）によ
ると，高卒者を基準とした場合の大卒ダミーの回
帰係数は 0.29（2003 年，男子）となっており，大
学教育の収益率は 7.25％と推定されている 5）。

Ⅲ　学歴収益率研究の現状

日本国内の学歴収益率研究は，矢野による一連
の研究（1978，1982，1984，1991）を源流として，内
部収益率法に基づいて学歴収益率が計測する研究
が蓄積されてきた 6）。島はこれら矢野による一連
の研究について，「学歴別収益率，産業・企業規
模別収益率，クロス収益率，さらには私的・公
的・社会的収益率などが計算され，およそ『賃金
構造基本統計調査』（厚生労働省）に基づいて算出
されうるあらゆる教育投資収益率が計測されてい
るといっても決して過言ではない」（島 2017：4）
と指摘している。また，島（2010）は，島自身の
一連の研究（1999，2008）の分析期間を拡張しつ
つ，大卒収益率の時系列変動を計測している。そ
れによると，日本の大卒男子の内部収益率は，
1975 年の 7.5％から 1980 年には 6.7％に 1 ポイン
ト程度低下したが，その後は 80 年代を通して安
定的に推移し，90 年代後半以降再び上昇局面に
入ったことが報告されている 7）。報告されている
中で直近の値である 2009 年の収益率は 7.6％とさ
れており，これは 1975 年以降の最大値であった
1977 年の値に等しいものとなっている 8）。すな
わち，男子の内部収益率でみたとき，平均的な大
卒収益率は低下どころか目下のところ上昇局面に
あり，過去 40 年間の最大値に匹敵しているので
ある。

ミンサー型賃金関数を用いた収益率の計測例と
して，Hashimoto and Raisian（1985）， Tachibanaki

（1988），Trostel, Walker, and Woolley（2002），
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Kambayashi, Kawaguchi, and Yokoyama（2006, 
2008）などが挙げられる。Kambayashi, Kawaguchi, 
and Yokoyama（2006）は，『賃金構造基本統計調
査』のデータを用いて，1989 年から 2003 年の間
の毎年のミンサー型賃金関数を推定している。そ
の Table 2 Panel A に報告されている推定結果か
ら男子フルタイム労働者の大卒収益率を算出した
図 4 によると，ミンサー型賃金関数の推定から得
られる大卒収益率は，1989 年の 8.95％をピーク
として低下し，98 年には 7.75％と 1 ポイント以
上の低下を記録しているが，その後は 2003 年に
かけて微増傾向となっている。この結果は，上で
紹介した内部収益率の変動とはやや異なっている
ものの，90 年代後半以降は上昇局面に入ってい
るという点で共通しているようである 9）。

ところで，ミンサー型賃金関数の推定に関して
は，単純な最小二乗法から得られる係数 
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 の推
定値には上方バイアスが存在することが指摘され
ている。分析者には観察されない労働者個人の能
力が存在し（それは回帰モデル（1）式の u に含ま
れる），その能力が高い人ほどより長く教育を受
け，かつその能力が高い人ほど高い賃金を受け
取っている場合，係数 
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 の推定値には，教育に
対する収益と能力に対する収益が混在し，教育の
収益を過大に推定する可能性があるためであ
る 10）。このような能力バイアスを除去した研究
として Ono（2004），佐野・安井（2009），Nakamuro, 
Inui, and Yamagata （2017） が挙げられる。15 歳時

点の成績や家庭環境の影響を制御した Ono （2004）
および佐野・安井（2009）では，能力バイアスを
除去することによって教育の収益率が低下するこ
とが示されている。一方，双生児データを用いて
能力バイアスを除去した Nakamuro, Inui, and 
Yamagata （2017） では収益率の低下は確認され
ていない。結果が分かれているところであり，研
究のさらなる進展が期待される。

内部収益率法，ミンサー型賃金関数法のいずれ
にも共通する分析上の仮定として，現在の賃金
カーブが将来にわたって一定であるという点が挙
げられる。しかしながら，近年の労働経済学研究
によると，日本では若い年齢層ほど賃金カーブが
フ ラ ッ ト 化 し て い る こ と が 報 告 さ れ て お り

（Hamaaki et al. 2012），この仮定の妥当性には疑問
が残るところであろう。とはいえ，賃金カーブの
フラット化は内部収益率の低下を必ずしも意味す
るものではない。図 3 に示される通り，近年では
若い年齢層から高卒－大卒間の賃金格差が発生し
ていることを考慮すれば，比較的早い段階から発
生する大卒学歴の収益は，期待収益の割引現在価
値を高める可能性があるからである。

以上，収益率研究の現状として代表的な研究例
を紹介してきた。日本国内の収益率研究から言え
ることは，内部収益率法にしてもミンサー型賃金
関数法にしても，大卒学歴の収益率は依然として
維持されているどころか，2000 年代以降は上昇
傾向すら確認されるということである。上で紹介
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出所：Kambayashi et al. （2006: Table 2 Panel A） より筆者作成。

図４　大卒収益率の推移
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した通り，フリーマンは教育過剰社会を「大学教
育に対する経済的見返りが従来に比べ著しく低下
した社会，また大学教育のために投資を追加する
ことがその見返りを引き下げるようになる社会」
と定義したが，この定義に基づけば，平均的な収
益率が依然として維持され，上昇傾向すら確認さ
れている現在の日本を大学過剰社会と位置づける
ことは難しいと言えよう。

Ⅳ　収益率の分散は拡大しているか

これまで大卒学歴を中心に見てきた通り，大学
教育投資の（私的）収益率は，現在も平均的には
以前と変わらぬ水準で維持されており，教育投資
の価値が低減しているという事実は確認されてい
ない。しかしながら，平均的な収益率が維持され
る一方で，その分散が拡大しているのではない
か，すなわち，大学数の増加と少子化により大学
進学率が上昇した結果，大卒学歴から得られるリ
ターンが十分に高くないグループが発生している
のではないかという懸念は，大学過剰説を構成す
る一要素であろう。収益率研究の観点からみれ
ば，収益率の拡がり，すなわち分散に関する研究
はそれほど多くないのが現状であるが，以下では
関連する研究を紹介したい。

岩村（1996）は，矢野による一連の研究を源流
とする内部収益率研究のうち，矢野（1978，1984）
が示した大学分類（旧制 7 帝大，早慶，国立 1 期校，
国立 2 期校，公立校，戦前派私大，戦後派私大）ご
との私的収益率の序列に注目し，それを大学別・
学部別に算出している。分析対象は首都圏の 10
大学 33 学部となっている 11）。分析は，各大学・
学部の就職先の調査データから，卒業生がどのよ
うな産業や規模の企業に就職しているかを把握し
て，産業別・企業規模別の就職確率を算出し，産
業別・企業規模別の賃金データとリンクさせるこ
とで，大学・学部ごとの産業別・企業規模別私的
収益率を算出するというものである。岩村（1996：
表 4）に報告されている大学・学部別平均収益率
をみると，最も高いケースで 10.5％，最も低い
ケースで 7.8％と算出されており，大学・学部に
よって期待される平均収益率に最大で 2.7 ポイン

ト程度の格差が存在することが示されている 12）。
さらに岩村は，各大学・学部内部での就業確率

のばらつきに着目し，私的収益率の大学・学部内
の分散・標準偏差を算出している。岩村（1996：
表 5，表 6）から以下の 3 点が確認されている。
① 11％以上の私的収益率をあげる卒業者は全て
の大学に存在する，②平均収益率が低くなるにつ
れ分散が大きくなり，低い収益率（3.0 ～ 4.99％）
の割合が高くなる，③理工系学部の収益率は 7.0
～ 8.99％の幅に集中し，分散は小さい。これらの
結果を総合して，伝統や高偏差値といった特徴を
持つ平均収益率の高い大学の学生ほど有利な就職
機会に恵まれる可能性が高いものの，平均収益率
の低い大学の学生にも有利な就職機会を得るチャ
ンスは残されている，と結論している。また，大
学過剰論との関連で注目すべきは，平均収益率の
低い大学であっても，私的収益率が 3％を下回る
割合が非常に低いという点である。データがやや
古い点，首都圏の比較的名の通った大学を分析対
象としている点に留意は必要であるが，極端に低
い収益率に直面する学生は少なかったという分析
結果は，平均収益率が維持されている事実と合わ
せて広く認識されるべきである 13）。

濱中（2013）は，首都圏 50km 圏内で働く民間
企業正社員のデータを用いて，学歴別の所得カー
ブを四分位ごとに描き，学歴が同じグループの中
でも所得にはかなりのばらつきがあることを指摘
している（濱中 2013：図表 1-3）。すなわち，同じ
大卒者であっても，収益率の高い人と低い人が存
在するということである。さらに濱中は，高い所
得を獲得している大卒者の特徴の１つとして自己
学習の重要性を指摘しつつ，大学時代の積極的な
学習経験が現在の知識能力を向上させることを通
して高い所得をもたらすという「学び習慣仮説」
を提示し，その妥当性を検証している 14）。その
結果として，学問領域による多少の違いはあるも
のの，大卒者の収益のばらつきは大学時代の学習
経験によって説明され，大学で身に付けた学習習
慣をその後も維持している労働者に高い収益がも
たらされていることを発見している。大卒学歴の
収益は大学での学習経験に左右されるという，極
めて説得力の高い結論であると言えよう。
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同じ大卒者でも収益率にばらつきが発生してい
る原因を探る研究として，日本でも近年，労働市
場における学歴ミスマッチに関する実証分析が蓄
積されつつある。平尾（2013）は，『就業構造基
本調査』（2007）の個票データを用いた分析をお
こなっている。具体的には，同じ学歴をもった労
働者を，教育過剰者（自身の学歴より低い学歴しか
求められない職業に就いている者），教育適当者（自
身の学歴に見合った職業に就いている者），教育過
少者（自身の学歴より高い学歴を求められる職業に
就いている者）の 3 つに分類し，教育過剰者・教
育過少者の賃金を教育適当者の賃金と比べるとい
うものである。大規模な個票データを用いた分析
の結果，教育過剰者の賃金は教育適当者の賃金に
比べて低いことが示されており，労働市場におけ
る学歴のミスマッチが社会的な損失を発生させて
いることを発見している。本稿との関連で興味深
いのは，同論文の表 4 と表 5 で示されている学歴
ミスマッチの現状である。素朴に考えて，他の事
情を一定とすれば，高学歴化が進んでいる若年層
ほど教育過剰者の割合が多くなることが予測され
るが，そのような傾向は確認されておらず，男性
では最も若い年齢層（25 ～ 29 歳）で教育過剰者
割合が最低となっている 15）。3 割前後の労働者が
教育過剰者となっていることは別の問題を含んで
いるものと考えられるが，年齢を問わず教育過剰
者が一定の割合で発生しており，若い世代だけに
特徴的な現象ではないことは認識されるべきであ
ろう。

Ⅴ　お わ り に

大学が増加し，大学進学率の上昇が着実に進む
日本においては，少子化の進展とあいまって，大
学が多過ぎる，大卒者が多過ぎるといった大学過
剰論を耳にする機会は少なくない。本稿では，主
に大卒学歴の収益率研究の現状を概観し，収益率
の時系列推移と拡がりについて考察した。仮に，
大卒学歴の収益率が著しく低下していることが確
認されれば，大学教育は投資としての魅力を失う
ほど飽和しているということができるかもしれな
いが，その場合であっても，あくまで投資として

過剰という意味であり，広く文化的諸相に照らし
あわせた判断ではない。

そのうえで，本稿で紹介した最近の研究成果か
らは，大卒学歴の平均的な収益率は以前と変わら
ず維持されており，2000 年代以降はむしろ上昇
傾向にあることが示されている。大学進学は投資
として見た場合でも依然として魅力を失ってはい
ないのである。とはいえ，同じ大卒者の中でも，
得られる収益にかなりのばらつきがあることはい
くつかの研究で確認されている。同じ大学を卒業
していても，大学で学習習慣を身につけなかった
人や，獲得した学歴に見合わない仕事についてい
る人は，低い収益率を受け入れざるを得ない。

では，そのような人々は，大学に進学しなけれ
ばよかったのだろうか。大学に進学せず，高卒で
就職するという進路選択が最適だったと言えるの
だろうか。これは難しい問題である。大学に進学
することで将来それに見合う十分な収益を獲得で
きるか，あるいは大学進学後の学びや生活が自分
に適したものであるかどうかは，実際に進学して
みて初めて判明するからである。また，仮に人々
が金銭的収益について事前に情報を持っていたと
しても，意思決定に際して「その平均値に反応す
るのではなく，上限の値を基にしている」（梅谷
1977：28）という可能性もある。一方で，進学前
の期待収益がそれほど大きくない人でも，実際に
は進学後に思いがけず大学生活に適応し，大きな
成果を得られる可能性もある。こうしてみると，
大学に進学すべきか否かを進学前に判断すること
は，一種の賭けにも似た行為と言うことができ
る。その意味で，所得連動返還方式の奨学金は保
険としての役割を果たすものと考えられる。

現政権は，意欲ある若者が家庭環境にかかわら
ず高等教育を受けられる社会を目指し，従来の低
所得世帯を対象とした学費減免措置の拡充に加え
て，家庭環境に恵まれない若者を対象とした高等
教育の無償化や，返済不要の給付型奨学金の拡充
を政策目標として掲げている。仮にこれらが実現
すれば，これまで経済的理由で高等教育への進学
をあきらめていた若者の資金制約が緩和され，進
学志望者がさらに増大することが予想される

（Niimi 2018）。しかしながら，進学したからといっ
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て必ずしも将来の収益が保証されないこと，そし
て進学が正しい判断であったかどうかは進学して
初めて判明するものであることは上述の通りであ
る。そのように考えると，ある程度の進学ミス
マッチの発生を許容しつつ，できる限りその発生
を抑制する取り組みや，進学ミスマッチを早期に
解消するための仕組みが必要であろう。具体的に
言えば，入学後の勉学に耐えうる基礎的な学力を
習得している者を入学者として選抜すること，入
学した学生が知識や能力，学習習慣を身につけら
れるような環境を大学側が整えること，入学後の
学業パフォーマンスを適切に把握・管理するこ
と，入学後に進学ミスマッチを認識した場合には
少ない金銭的負担で進路変更や就学中断を可能と
する制度を整えること，などが必要であると考え
られる。

最後に，本稿では主に大卒学歴の私的収益率に
関する議論を紹介してきたが，教育には，教育を
受けた本人だけでなく，その周囲や社会全体に金
銭的・非金銭的便益をもたらす効果があると考え
られている。教育水準の高い人々が集まることに
よって新たな知識や技術が生まれる生産性のスピ
ルオーバー効果，犯罪の減少，健康状態の改善，
政治への積極的参加などがその例である。私的収
益率研究の更なる進展とあわせて，教育への投資
が広く社会全体にもたらす収益についての実証研
究を蓄積・発展させることが，教育政策立案の基
礎として重要である。

 1）厳密にいえば，ここで紹介している収益率は私的収益率と
呼ばれる。教育費用の負担者と便益の受益者として家計（個
人）と政府の 2 つを考えたとき，家計の費用負担額と税引き
後の生涯便益の関係から得られる内部収益率が私的収益率で
ある。社会的収益率は家計と政府の費用負担総額と税引き前
の生涯便益の関係から，公的（財政的）収益率は政府の費用
負担額と税収入の増加分総額の関係から算出される内部収益
率である。

 2）内部収益率法による計測では，将来所得を現在価値に割り
引いて計算する。そのため，他国と比較して賃金カーブの勾
配が大きく，50 代前後で賃金が最大となる日本においては，
この時期の所得を大きく割り引いて計算することになるた
め，内部収益率の値は他国と比べて小さくなる傾向がある。

 3）ミンサー型賃金関数の日本への応用について詳細に論じて
いる川口（2011）は，教育年数 1 年あたりの収益率が学歴ご
とに有意に異なっていることを指摘したうえで，同賃金関数
を日本の労働市場に適用する場合には，教育年数ではなく学
歴ダミー変数を用いるべきと結論している。

 4）ミンサー型賃金関数の係数推定値から得られる収益率を教
育の内部収益率として解釈するにはいくつかの仮定が満たさ
れる必要がある。詳細な条件については佐野・安井（2009）
を参照されたい。

 5）Kambayashi et al. （2008：Table 2）の回帰モデルは中卒
者を基準カテゴリとしているため，ここでは高卒者を基準カ
テゴリとした場合に換算して算出している。具体的には，大
卒以上ダミー（
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）の係数推定値 0.114 を引き，
それを 4 で割って求めている。

 6）教育の収益率の実証研究に関する詳細なレビューは，妹
尾・日下田（2011）を参照されたい。

 7）島（2010）の図 5-1 のうち，国立大学授業料を直接費用と
して仮定した数値に基づいている。

 8）この間，収益率の算出において直接費用として考慮される
授業料は，国立の場合で年額 9 万 6000 円から 53 万 5800 円
と約 5.6 倍に増加している。

 9）内閣府政策統括官（2011）は，Kambayashi, Kawaguchi, 
and Yokoyama （2006）の分析期間を 2008 年まで拡張した
分析結果を報告している。その分析結果（参考図表 2）によ
ると，大卒収益率は 90 年代に下落したのち 2000 年代に入っ
て上昇，2005 年以降再び低下傾向にあることが報告されて
いる。しかしながら，使用されている『賃金構造基本統計調
査』では 2005 年に労働者区分が変更されているため，集計
データに何らかの不連続性が発生している可能性がある。そ
のため本稿では，Kambayashi et al. （2006）の 2003 年まで
の推定結果を紹介している。なお，同様の不連続性は同じ
データを使用している島（2010）にも当てはまる可能性があ
る。

10）第 1 節で高卒者と大卒・大学院卒者の間に約 7500 万円の
生涯賃金差が存在するという指摘を紹介したが，この生涯賃
金差についても同様のバイアスが当てはまる。

11）調査対象大学（学部）は，一橋大学（法，経済，商，社会），
横浜国立大学（経済，経営，工），千葉大学（法経，理，工，
園芸），慶応義塾大学（法，経済，商，理工），立教大学（法，
経済，社会，理），青山学院大学（法，経済，経営，国際政治，
理工），学習院大学（法，経済，理），成城大学（法，経済），
駒澤大学（法，経済，経営），武蔵大学（経済）である。なお，
分析年度は 1992 年度である。

12）上述の Ono （2004）は，標準的なミンサー型賃金関数から
推定される大卒収益率が 8.7％であると報告したうえで，賃
金関数に大学の質（入試難易度）を表す変数を加えて推定し
た結果，大学の質によって収益率が 2.5 ～ 15.6％の拡がりを
もつことを報告している。

13）青・村田（2007）は，岩村（1996）で使用されたデータを
更新・拡張した分析結果を報告している。1997 年のデータ
を用いた分析結果によると，92 年と比較して収益率の低下
が確認されているものの，大学・学部間の収益率格差は安定
的であったと指摘されている。また，社会科学系学部と理工
系学部で比較すると，理工系学部の収益率が低いことが示さ
れている。さらに，1992 年と 97 年の 2 時点で算出された収
益率の変動係数の計算結果から，収益率の分散が拡大傾向に
あったことが指摘されている。

14）自己学習の変数は，「最近一カ月に，自分の意志で仕事に
かかわる新しい知識やスキルを身に付けたり，資格を取るた
めの取り組みをしましたか」という設問に対する回答から作
成されている（濱中 2013：図表 1-2）。

15）Kawaguchi and Mori （2016）は，1980 年代以降，日本で
は増大する大卒労働者需要に対応する形で大卒労働者の大幅
な供給増が実現した結果，大卒－高卒間賃金格差が安定的に
推移したと指摘している。若年層の教育過剰者割合が他の年
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齢階層と同程度である要因の一つとして，大卒労働者需要の
増大があると考えられる。
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